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皆さん、時間がどんどん押 してしまいまし
たが、これから約40分間ほど、私のお話を
聞いていただくことになりまして、ありがと
うございます。「中国における模倣品侵害と
その対策」ということで、お話をしてくれと
いうことを言われまして、実は中国における
知的財産権問題については毎年、私は講演を
やってお りまして、今年も既に2回ほどや り
ました。大体、どういうことが皆さんの企業、
あるいは学生さんも含めて関心があるかとい
うことは把握 しているつもりですが、今日は
知財の中でも特に模倣品被害に絞ってお話を
したいと思います。
　内容としては模倣品対策にはどういうもの
があるかということと、その対策の中でもど
ういう対策を選ぶのがいいのかということを
お話 しします。その対抗策についてですが、
対抗策を考えるに当たって、模倣品の被害状
況は現状どうなっているのか。皆さんもいろ
いろなところで普段から中国は模倣品が多い
ということを聞いているとは思いますが、推
計によりますと日本企業の被害額は利益ベー
スで1兆 円、日本企業の54%が模倣品被害
に遭っていると聞いております。
　模倣品の対応は非常に多様化しておりまし
て、私、中国関係の弁護士をもう23年もし
ているのですが、当初の模倣品というのは非
常に単純でして、ブランドの盗用がほとんど
だったのです。しかし、最近はデザインも盗
用するし、技術も盗用すると。完成品も1カ
所で全部つくるのではなくて分業化し、いろ
いろな場所でつ くると。さらに販売ルートも
インターネットを経由して売るとか、販売店
も変えていくということで、昔に比べると模
倣品対策を考える場合、かなり難しくなって
きているという現状であります。
　模倣品といいますと昔は品質が悪くて、も
ういかにも模倣品ということが分かったので
すが、最近は品質もかなり向上 してきまして、
模倣品と真正品の品質の差はあまりなくなっ
てきています。しかも模倣品に対して、なか
なか日本の多くの企業は効果的な対応策を打
てていないと、こういうのが現状です。そも
そも模倣品の対策をする場合、権利を持って
いないと主張できないケースが多いです。も
ちろん特許や商標を取っていなくても、日本
の不正競争防止法に当たる反不正当競争法と
いうのが中国にあるので、いろいろな法律を
使って模倣品対策を考えることはできます
し、著作権なども特に登録制度ではあ りませ
んので著作権侵害という主張もできるのです
が、その多くの模倣品は、この特許と商標で
守っていかないとなかなか対抗できません。
　先ほどサントリーの竹本さんから多分お話
があったかと思いますが、出願しないことに
は、模倣品には対抗できないというふうにま
ず考えておくべきです。当然、登録主義です
から、権利を取得するためには必ず出願して
登録する必要があります。それから属地主義
といいまして、日本で登録 しているか ら中国
でも大丈夫ではないかというようなことを質
問される方もいらっしゃいますが、そもそも
知的財産権というのは各国ごとに成立する権
利ですから、中国で権利を取っておかないと、
中国国内では模倣品対策ができないというこ
とになります。
　中国で製造 しているだけで販売は日本をは
じめ、中国国外でやっているから、中国では
登録 しなくてもいいのではないかというよう
な質問も受けることがあ ります。ひどいケー
スになると、中国で製造しているだけだから
と思って取らなかった企業が、中国の別の企
業に商標を取 られてしまい、その結果、中国
でつ くっている製品についても、商標権者に
よって差し押さえられてしまったというケー
スもあります。フォーチュン500に入るよう
な有名な日本企業ですら自社のハウスマー
ク、会社の商号と同じ商標を中国国内のかつ
てディス トリビューターだったいわゆる販売
店に権利を取られてしまって、しかも知って
いたにもかかわらず5年 以上たって、ディス
トリビューターが急に裏切 り、日本の大手メ
ーカーさんが中国に造った工場がつ くる製
品、これに対 して差し押さえをしてくると、
こんなケースも出ています。
　恥ずかしくてその会社は公表もできない状
態でしたが困ってしまい、中国国内でその販
売店が出願し、登録した商標の無効審判を起
こすべくアクションを始めたのですが、なか
なか簡単には無効にならない。5年 以一ヒたち
ますと、相当な理由がないと無効にならない
ということなのです。日本の大企業です ら、
自社のハウスマークを商標登録してないよう
なケースがあるぐらいですか ら、まして中小
企業だとか、特に中国においてあまりビジネ
ス経験のない企業であれば、なかなか適切に
権利を取得できていないのが現状であろうと
いうふうに思います。
　模倣品戦略の中心は何なのかということで
すが、最終的にどうしたいのか。模倣品をつ
くっている会社を徹底的に排除してやめさせ
て、なおかつ賠償金 も取るのが 目的なのか、
それともお金さえ取れれば模倣品はつくられ
ても、まあ仕方がないと考えるのか、最終的
な目標は何なのかをまず明確にし、目標を明
確にした上で対策のための手段を選んでいか
なければなりません。例えば警告書を送付 し
て、和解交渉をしてやめさせると。あるいは
いきなり差し止めの仮処分を起こす。あるい
は差 し止め請求をせずに損害賠償請求をして
いくなど、いろいろなやり方があります。
　 しかも、その請求の中には当事者で和解す
る場合もあれば、行政機関を使った法的な手
続き、裁判所を使った手続き、場合によって
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は公安を動かして刑事手続 きを行うというケ
ースもあります。具体的な対策の選択ですが、
大きく分けますと裁判所を通じた紛争解決方
法、それから行政機関を通 じた紛争解決方法
があ ります。そして外国企業が最近、どんな
事件を中国国内で提起しているかというお話
に触れたいと思います。
　 まず司法機関を通じた紛争解決方法です
が、ここで考えなければいけないのは当事者
の問題、管轄の問題、訴え提起の時期の問題、
さらに手続きの選択の問題があ ります。まず
当事者の問題ですが原告となる権利者、ここ
では商標のことは簡単ですから置きまして特
許についてお話をしますと、特許といっても
日本の特許、実用新案、意匠というものは、
中国ではすべて専利権、専門の専に利益の利
と書いて専利権と言いますが、これを特許権
と呼ばさせていただきます。特許権者は原告
になるのは当然のことなのですが、独占的な
特許の実施権者も原告になり得る。それから
排他的な実施権を持っている者も原告になり
得ると。これが非独占的な実施権しか持って
いないと、原告にはなり得ないということに
なります。
　それから被告。模倣品対策では被告が誰な
のか というのがよく分からないことが多いで
す。物は出てくるのですが、誰がつくって誰
が売っているのかよく分からないということ
で、まず被告の特定というのが非常に重要で
す。特に模倣品は製造業者と販売業者は異な
る場合が多いので、製造業者と販売業者をよ
く調べること。その結果、どこに本店があっ
てどこに支店があるか、どこに営業所がある
のか、あるいはこの被告の企業は過去に訴え
られたり、自分も訴えた経験があるかどうか
も調べる。それから財務状況についても会社
に ト分な資産があるのか、それとも赤字企業
でもうすぐ倒産してしまうのか調べます。
　模倣品対策をやっていますと、訴えを提起
して勝ったはいいけれど相手の会社には財産
がな く取りっぱぐれる、あるいは意図的に倒
産させられて、また次の会社から模倣品を売
られると、こういうことをよく経験 します。
ですから、訴訟経験とその財務状況というの
は、あらか じめ調査しておくべき事項なので
す。
　それから被告の製品と製法の特定です。模
倣品対策の中で、いわゆる特許での製品の特
許と製法の特許があり、製品の特許であれば
非常に簡単なのですが、製法の特許を使う場
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合は、被告の製造会社の工場の中の具体的な
製造プロセスや、製造ラインにおけるサンプ
ルというものを入手しないと、特許を実施し
ているかどうかが分からないケースがありま
す。こういう場合、後で申し上げますけれど
も、訴え提起前の証拠保全という制度を利用
して、裁判官 とともに被告の工場に行って、
製造プロセスを示す工程図だとか、あるいは
製品の完成に至るまでの中間段階の仕掛か り
品とか、そういったものを入手して製法の特
定をしていくという必要があ ります。
　それから販売場所、製造場所の特定。これ
は被告の企業が例えば非常に田舎にあると。
後で申し上げますが、田舎で裁判を起こすの
はなかなか難しい。被告の会社の所在する場
所の裁判所等の裁判の仕方というのが、どう
も被告企業に有利に運用しがちだと。こうい
う恐れがある場合には、販売会社が例えば大
都市である北京や上海にあると、あるいは広
州にあるというのであれば、その販売企業が
どこで販売しているかということも調べない
と有利な場所での裁判ができないということ
で、模倣品対策の中ではこの被告の調査とい
うのが非常に重要です。
　次に管轄ですが、被告の調査ができた上で、
今度はどこで訴えるかと。中国では知的財産
権の侵害事件に関しては原則、中級人民法院
というところで裁判をしなければなりませ
ん。普通の裁判ですと非常に簡単な事件であ
れば、基層人民法院という日本の簡易裁判所
に当たる場所で裁判を行いますが、およそ知
的財産権に関する限り、原則、中級人民法院
が最初の第1審 になります。ここで考えなけ
ればいけないのが、例えば江蘇省、江蘇省と
いうのは上海の北のほうにありますが、江蘇
省の南京に製造z場 、製造会社があると。南
京のその会社が南京で製造している限り、こ
の会社を相手に訴える場合には基本的に南京
で訴えるしかない。南京の中級人民法院に訴
えなければならない。南京というのはご存 じ
のとお り、 日本軍が大虐殺をした場所として
知られていますから日本企業 としては、その
南京の中級人民法院で裁判を起こすというの
は、心理的にも抵抗があると。南京の企業を
相手に日本企業が有利に戦いを進められると
も、なかなか考えにくい。
　中級人民法院で負けたとします。そうする
と中国は2審制ですので、2審制というのは、
つまり1審があって2審 と。2審が最終審で
すから3審に行けません。中級人民法院の上
はどこかというと、高級人民法院です。高級
人民法院が最終審ですから、ここで負ければ
基本的に終わりだと。南京がある江蘇省の高
級人民法院はどこにあるかというと、江蘇省
の省都がある場所、つまり南京です。ですか
ら南京で訴えれば楠京で終わると。こうなり
ますから、なかなか南京で裁判を起こすとい
うのはやりたくない。
　 そこでどうするかと。製造会社が例えば上
海なり、広州なり、北京なりにあ り、販売会
社 も北京や上海や広州にありますということ
であれば、販売会社と製造会社を共同被告に
して、北京や上海や広州で訴えることが可能
になるわけです。ですから、その販売地がど
こなのかということが非常に重要になってき
ます。
　知的財産権の審判というのが、中国のこの
主要な都市の中級人民法院には設置されてい
ます。日本ではよく知財高裁、かつて東京高
裁の知財部が独立して、知財高裁と呼んでき
たのですが、それから東京地方裁判所 と大阪
地方裁判所に知的財産権の専門部がありまし
て、東京地裁の場合は29部、40部、46部、
47部と4課部、大阪地裁にも2ヵ所の知的財
産権専門部がありますが、中国でも最近はこ
の知的財産権審判 という専門の部がありまし
て、通常はその知的財産権をたくさん扱って
いる裁判所の裁判官が扱ってくれると。ただ、
もちろん場所によっては大 きな違いがあ りま
す。
　一番大きな、数の多い知的財産権事件とい
うのは広東省でして、広東省は広州市や深セ
ンも含めて数多く、確か7か ら10ヶ所近 く
の知的財産権専門の裁判所があります。それ
から北京と上海、この2ヶ所も非常に知的財
産権の事件が多いという特徴があります。で
すから日本企業としましては、北京か上海か
広東省のどこか、通常は広州とか深センを選
んで裁判を起こすというふうにしているよう
です。
　次に、訴え提起の時期です。訴えを提起す
るとしたらいつがいいのかと。これを考える
に当たっては時効という問題があ ります。先
ほど、サントリーの竹本さんのほうからお話
があったかもしれませんが、中国には基本的
に訴訟時効という制度がありまして、これは
民法通則の135条、特許法の62条ですが、
侵害行為を知った日、または知り得べき日か
ら2年となってお ります。 日本の場合、不法
行為を理由にして損害賠償請求訴訟を起こす
場合、いわゆる逸失利益の賠償請求をする場
合には3年 の時効期間と定められてお りま
す。もし不当利得、いわゆる合理的な実施料
相当額の不当利得を請求するのであれば、10
年ということで比較的長いのですが、中国は
時効期間が短く2年しかありません。
　そうすると、侵害行為が開始された日とそ
の侵害行為を知った日は違うわけですが、侵
害行為を知った日から2年というふうに安心
して考えられません。知 り得べ き日から2年
ということですから、実際には侵害行為が始
まった日から2年間で時効が完成するという
ことを念頭に置いて、訴訟を提起しなければ
ならない。
　 もちろん時効 というのは中断という制度が
ありますから、この2年間の中で請求をした、
あるいは債務の承認をしてもらったというこ
とになれば、そこで時効が中断して、そこか
らさらに2年間たたないと時効は中断しませ
ん。当然、模倣品をつくったり売ったりして
いる会社は、「私は侵害行為をや りました」
「賠償金を支払う義務はあ ります」というふ
うに確認していただけるはずもありませんの
で、結局、請求しなければならないと。請求
というのは日本の民法ですと、内容証明郵便
による請求書を送って、到達した日から6カ
月以内に訴訟を起こせば、内容証明郵便が到
達した日から時効中断の効力は発生するわけ
です。
　 ただ6カ月以内に訴訟を起こさないと、た
とえ内容証明郵便で請求書を送っても、時効
中断の効力はなくなってしまいますので結
局、その訴訟を起こさなければならないので
すが、中国の時効中断の場合には、特に訴訟
を提起しなくても請求をしたという事実があ
れば、時効中断になります。
　 ということは、2年 たつ前に請求書を送 り
続けていれば、ずっと時効が中断するのでは
ないかというふうに思われるかもしれません
が、そもそも請求書を送ってそれが到達した
ということを証明することが、中国では簡単
ではありません。なぜかというと、日本には
内容証明郵便という非常に便利な制度があり
ますが、中国にはそういう制度はありません
ので、たとえ請求しましたと自分で主張して、
書留である書類が、ある日に被告の企業に到
達 したということが仮に証明で きたとして
も、どういう書類を送ったかということにつ
いての証明はできないわけです。
　 証明ができないリスクを考えれば、やはり
その侵害行為があった日から2年以内に訴え
を提起 されたほうが、安全だということにな
ります。もちろん、どうしても訴えを提起す
ることができないと。例えば、弁護士の選任
に手間取った、あるいは証拠をつかむのに時
間がかかったということで、どうしても時効
中断しておきたいというのであれば、一つの
方法としては、中国国内で公証人を使って請
求書の送付の実態、これを公証人によって公
証させると、こういう形である書類を送付し
たという事実を証明することはできます。
　それからある書類、内容は証明できないけ
ども、ある書類が被告企業に到達したという
ことは、書留等によって証明することはでき
ると。そうなれば、裁判所 もこの二つの事実
の証明から、ある内容を記載した文書が被告
に到達して、それが受領されたということを
認定することはできますので、時効中断とい
うことは可能にはなるのですが、なかなかそ
ういう面倒なことをやってまで、時効中断を
しなければいけない状況になるのは避けたい
ということになります。ということで、実質
的にはその2年間で訴訟を提起しなければい
けないということを考えると、かなりスピー
ディーに証拠収集をしなければならないとい
うことになります。
　それから警告書を送るという手段は、例え
ば訴え提起するほどの十分な証拠はないと。
時効中断 も兼ねて警告書を送っておきたい
と。警告書を送れば相手方がやめるかもしれ
ないと、こういうチャンスがあるわけです。
ですから時効を中断するということだけでは
なくて、実際にその被告のほうで自発的に侵
害行為をやめてもらうということを期待 し
て、警告書を送るということにメリットがあ
る場合もあります。ただ、警告書を送るとい
うのは非常にリスクもたくさんあります。ど
んなリスクがあるかといいますと、簡単に言
いますと模倣品をつ くるような業者ですか
ら、警告書をもらったら 「ああ、これは権利
者に知られた」と。知られてしまった以上は、
権利侵害行為を行っている商品を徹底的に証
拠隠滅をする。会計帳簿も捨てる。あるいは
にせの帳簿をつくる。また侵害品をつ くって
いる場所を変え、販売業者 も変える。名前も
変える。製品の仕様を若干変えて、違う製品
に切 り替えるなど、いろいろな方法を使って
対抗 してくるのです。
　 私など弁護士をもう23年もやってますと、
よくお客 さまに言 うのですけど、世 の中、
「悪いことをやればもうかるんです よ」 と。
違法なことをやれば、もうかるということは
明らかでして、中国国内でも非常に短期間で
利益を.ヒげる会社というのは、違法行為を行
っていることが非常に多い。これは実態です。
　日本国内でも、違法行為をやっている会社
はもうかるわけです。当然、模倣品をつくっ
ている会社というのは、自分たちが悪いこと
をやっているという認識はありますから、悪
いことをやっている人に対し警告書 を送っ
て、それで物事が解決すると考えるのは非常
に甘いわけです。警告書を送ると証拠は隠滅
される、逃げられるということでかえって模
倣品の被害が広まると、こういうリスクがあ
ります。
　さらに模倣品をつ くっていないと考えてい
る会社、あるいは模倣品ではないと自分たち
なりに理屈を考えられるような会社の場合は
どうやってくるかというと、例えば皆さんの
持ってる特許権は無効だとして中国の特許庁
に無効審判請求を起こし、皆さんの大切な特
許権を無効にするというアクションを起こし
ます。無効審判制度というのは非常に便利な
制度でして、別に模倣品をつ くっている会社
が無効審判を起こさなくていいのです。全 く
のダミー、一個入を使ってもいいし、企業を
使ってもいい。
　 よく日本企業の特許の無効審判というのに
は、全 く訳の分からない中国人個人によって
起こされるケースがよくあります。調べても
分かりません。どういう背景で、この中国人
個人が無効審判を起こしたのか分かりませ
ん。しかも無効審判を起こされますと、非常
にスピーディーに審理が行われて無効になっ
て しまう。警告書を送ったために無効審判を
起こされて困ると、こういうケースもあ りま
す。
　それからまれにですが警告書を送って、相
手方のほうから逆に訴訟を起こされると、こ
ういうリスクもあります。具体的には先ほど
の南京市の企業の例でいいますと、南京市の
にせ物業者に警告書を送ったと。南京市のに
せ物業者が南京市の中級人民法院で、例えば
特許権に基づく差し止め請求権不存在確認訴
訟を起こす。こういうことを起こされますと、
基本的に南京市の中級人民法院に管轄が生 じ
ますので、たとえ後で日本企業が上海や広州
の販売業者と製造業者を相手取って訴訟を起
こそうと思っても、先に南京市で裁判は係属
していますから、当然、上海や北京の裁判所
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で訴えを提起しても南京市の裁判所のほうに
移送されてしまって、最終的には訴訟も併合
されて南京で戦わざるを得ない。
　 つまり、訴えを提起 しやすい場所で訴えを
提起するチャンスがなくなってしまうという
デメリットもあるのです。ですから警告書を
送るというのは、いろいろなデメリットがあ
るので、通常は意図的に模倣品をつくってい
ると思われるような会社には警告書を送らず
に、裁判手続き、あるいは行政手続きを選択
するほうがいいということになるのです。
　 中国の裁判手続きの中には、非常にスピー
ディーに審理が行われる仮処分という制度
と、通常訴訟、本案訴訟 というふうに言いま
すけれども、この二つがあります。まず、ス
ピーディーに行われる仮処分ですが、特徴は
事件受理から48時間以内に原則、決定が出
ると。相手方の審尋が行われることはほとん
どない。日本の仮処分制度でいえば、通常、
仮処分の申し立てをしても、必ず相手方の意
見を聞く機会が設けられますし、48時間以内
に決定が出ることはほぼ100%ない。こんな
スピーディーに審理が行われるのは、世界中
でも中国ぐらいではないかと思うぐらいの制
度です。
　 ただ仮処分を起こすためには、必ず本案訴
訟 と同じ管轄の裁判所でなければな りませ
ん。ですから先ほど申し上げた製造場所だと
か、販売場所だとか、管轄のある裁判所で訴
えないと意味がありません。
　 それから特徴としては、その侵害行為の差
し止めとか廃棄処分の要求はできます。ただ
し損害賠償の請求はできません。メリットと
しては迅速で密行性があると。密行性がある
というのは、相手方に知られない可能性があ
るということです。デメリットとしては担保
を積まなければならない。それから仮処分の
執行から15日以内に本訴、いわゆる通常訴
訟、先ほど、本案訴訟と言いましたけれども、
訴訟の提起が必要です。もし提起をしないと
仮処分の効力はなくなります。仮処分を申し
立てて、それで終わりというふうに考えるこ
とは難しいです。仮処分をした上で本訴の提
起をするというつもりで、仮処分の申し立て
をする必要があります。侵害行為を直ちにや
めさせたいというときには、非常に有用な方
法です。
　仮処分の申し立てができるのは、先ほど訴
訟の場合、特許権者、独占的な実施権者、排
他的な実施権者ということを申し上げました
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けれども、こういった人が申し立て権者にな
ります。申立書と申立書に湘 寸する証拠が要
ります。どんな書類を添付するかといいます
と特許証書、明細書、特許料の納付証明書、
こういったものを添付する必要があります。
それから被申立入、相手方企業が特許権を侵
害していることを証明する証拠、こういうも
のを出します。具体的には、侵害品の現物、
特許の技術と侵害品の技術的特徴を対比 した
比較資料を出すことになります。
　 もし独占的な実施権者、排他的な実施権者
が原告になる場合には、その独占的な実施権、
排他的な実施権を持っていることの証明、例
えば、特許の実施許諾契約書を提供する必要
があります。もちろん裁判所はこの事件に関
して、当事者に対 して質問することがありま
す。実際に、この質問をして裁判所が理解を
深めた上で、仮処分決定を出すかどうかは甚
だ疑問ではありますが、…応制度としてはあ
ります。
　 それから仮処分決定が出た後、被告の企業、
ここでは被申立人と言いますけれども、10日
以内にその再審査の申し立てができます。た
だ、再審査の申し立てをしたとしても、仮処
分の執行は停止されません。もし、再審査の
結果、不服申し立ての理由が認められれば、
この仮処分による効力は解除されます。
　前のスライドで、反対担保の提供によって
は差し止めの裁定は解除されないと書いてあ
ります。これは中国ではないのですが、台湾
では特許権者が申し立てた、特許権者が積み
立てたといいますか、提供した担保 と同額の
担保を被告企業のほうが積み立てることによ
って仮処分の効力を解除するという制度です
が、そのような制度は中国大陸では採用され
ていません。
　次に本案訴訟ですが通常訴訟の場合、どう
いうメリットがあるかといいますと、損害賠
償が請求できる。仮処分と違って、最終的な
解決になると。強制執行力もある。さらにこ
の均等論 均等論というのは特許の文言解釈
上は技術的範囲に属しなくても、同等の方法
を使っている、同等の機能を持っているとい
うようなことを主張して、侵害の主張ができ
る。それから間接侵害、直接侵害ではないの
だけれども、間接侵害の場合 も主張できると
いうメリットがあります。
　デメリットとしましては、行政的な手続き
に比べますと証拠の採用について非常に厳格
です。どれぐらい厳格かといいますと、日本
の裁判ではちょっと考えられないのですが、
侵害晶を入手していくと。その過程をすべて
公証人によって公証をさせると。公証した証
拠でないと、証拠として採用しないと。例え
ば、にせ物業者から 「にせ物を買いました」
と言って原告がその証拠 として出した場合、
被告の企業は 「そんなものは自分は売ってま
せん」と否認しますと、中国の裁判では、原
告のほうがすべて立証する責任を負います。
主張する側がすべて立証するというのが中国
の裁判の原則ですから、否定されてしまうと
公証人による公証をしていない限り証明でき
ないということになってきます。ところが、
その行政手続きの模倣品対策であれば、公証
までしなくても行政機関がアクションを起こ
してくれると、こういう違いがあ ります。
　 本案訴訟の手続きですけれども、ここに書
いてあ りますように訴状を提出しても、中国
の裁判の場合は訴状の審査受理というところ
で、結構時間がかかります。受理されてよう
や く今度、被告に訴状が送達され、訴状が送
達されますと、今度、被告のほうから答弁書
が出てくると。受理するかどうかというとこ
ろで、かなり時間かかるのが中国の裁判の特
徴です。いったん受理 しますと、答弁書の提
出期間というのが訴状送達から15日以内、
外国企業の場合は送達の30日以内となって
います。
　 この聞、私どものある日本企業のお客さま
が中国企業から訴えられたのですが、たまた
ま北京の事務所のほうに送達されて、口本の
本社の法務部が気付いたのが遅くなって、答
弁書の提出期間までにとても弁護士を選任で
きない、答弁書も出せないという状態になり
ました。結局その期 日を延ばしてもらって、
答弁書の提出も遅らせたと、こんなケースが
ありました。 日本に比べると、答弁書の提出
期限というのは非常に短いということであり
ます。
　 それから開廷前調査というのがあ りまし
て、実質的な審理は裁判が開かれる前に調査
が行われます。裁判が開かれますと開廷審理
といいまして、通常これは二つ、法廷調査と
法廷弁論というふうに分かれていまして、法
廷調査の中では当社の主張は陳述され、証人
調べが行われ、書証が提出され、判定結果や
検証記録が朗読されると。これが終わります
と次に法廷弁論というのに入 りまして、お互
いに弁論をします。これが終わりますと判決
の言い渡し。もちろん判決の言い渡 しは、審
理が行われたその日に出されるということは
通常ないのですが、その後、判決が言い渡さ
れた後、不服があれば上訴するという形で進
んでいきます。そういった形で裁判が行われ
るのです。
　次に行政機関を通じた紛争解決方法なので
すが、ここでは行政機関といっても、特許を
管理する知識産権局というところと、商標権
を管理する工商行政管理局の2カ所です。そ
れから税関がありますが、これらを具体的に
見てみたいと思います。
　知識産権局という知識財産、特許を扱うセ
クション、それから工商行政管理局による行
政的な手続きのポイントは、非常に迅速にや
っていただけると。証拠も先ほど申し上げた
ように、公証しなくてもいいと。スピーディ
ーにやってもらえると。デメリットとしては
相手方への審尋があ りますので、密行性がな
い。行政機関が相手方に意見を当然聞きます
ので、相手方には知られてしまうのです。
　それから強制力がありませんので、被申立
人が調査を拒絶することもできます。もちろ
ん調査拒絶が頻繁に行われるかというと、そ
うでもありません。といいますのは、工商行
政管理局 というのは、商標を管理する当局で
あると同時に、企業の営業許可証を発給する
権限を持った非常に強力な政府機関ですか
ら、工商行政管理局の調査に対して簡単に拒
絶 というのはできない。実際、拒絶すれば最
終的には営業許可証を取り消すという厳しい
処分を工商行政管理局はできますので、実質
的に拒否するケースというのは、そんなに多
くはない。
　 どのぐらい利用されているかといいます
と、2007年を見ますとこの特許管理部門、
知識産権局の受理件数というのは約1000件
近い。工商行政管理局における商標権の侵害
事件の受理件数、処理件数、これは5万件と
いうことで、極めて数が多いということが言
えます。
　次に税関による水際取 り締まりです。この
税関の水際取り締まりというのは、非常に効
果がありまして、日本でも税関で輸入の差し
止めができるのです。しかし口本の場合、輸
出というのはできません。中国の場合は輸入
も差し押さえできますし、輸出も差し押さえ
できます。メリットとしては税関に権利登録
しますと、税関に職権で侵害品の発見をして
もらえるということが期待できます。それか
らいったん登録すれば有効期間は10年間とい
うことで、比較的長期問保護していただける
というメリットがあります。
　デメリットとしては、商標の場合は税関職
員の方がにせ物を見つけやすいのですが、特
許の場合、技術的な内容にわたりますので、
なかなか職権での発見というのは期待できま
せん。ですから、にせ物がこういうものです
と、あらかじめ税関の方によく理解してもら
っておかないと、特許権侵害品の場合は、職
権での発見というのはあま り期待ができな
い。それから権利登録と差しILめ登録という
二つの登録が必要 になります。
　さらに差 し押さえする場合、担保金の提 供
が必要です。例えば、輸出品のFOB価格プ
ラスアルファの金額の提供が必要です。それ
から税関からの通知があった場合、3業務 口
以内に回答して、担保を提供する必要があり
ます。日本企業がもたもたしていると、あっ
という間に3業務日はたってしまうというこ
とになります。
　その税関の水際取 り締ま りというのは結
構、効果的だという話を、私はずっとしてい
ます。私、1998年、フランスのワール ドカ
ップ大会のときから、FIFAの日本国内にお
ける弁護士をしているのですが、1998年、
フランス大会のとき、にせ物が中国はじめ東
欧諸国でつくられ、フランス国内にたくさん
入ってきたことがありまして、侵害訴訟、い
わゆる商標権侵害訴訟がフランス国内だけで
200件起きました。フランス国内に10カ所の
試合会場がありまして、この10カ所の都市
にそれぞれ弁護士事務所があります。そこで
この10カ所の法律事務所と、パリに統合す
る事務所 を一つ置いて、計llカ所の法律事
務所で200件の裁判をやりました。
　 1998年のときはそういう状況でしたから、
日本国内での大会の時、FIFAは私どもの事
務所に来て 「ミスター黒田の事務所は弁護士
の数も少ないし、とても侵害訴訟の対応はで
きないでしょう」と。「日本の試合会場は10
カ所あるから、もう10カ所の法律事務所を
探すか、東京の大きな法律事務所と協力 して
やってもらいたい」と、こんなことを言われ
ました。私は逆にFIFAに提案申し上げたの
は、「にせ物のほとんどは中国から来ます。
中国でにせ物対策をやることのほうが、圧倒
的に効果的です」ということで、中国の北京
にある有力な法律事務所を紹介しまして、そ
こでにせ物対策を徹底的にやっていただき、
特にこの税関による水際取 り締まりというの
は功を奏 しました。中国の主要な税関か ら
FIFAのエンブレムとか、あるいはマスコッ
トとか、商標を使ったにせ物を2000年か ら
2002年にかけて、もう大量に差 し押さえまし
た。
　それから日本国内でも、日本の税関に職権
での取 り締 まりをお願いしまして、日本の主
要な港に入ってくるにせ物、ほとんど中国か
ら入ってくるのですが、それを差 し止めしま
した。ですから私どもは本当に2001年か ら
2002年にかけて、多いときは週に何回も税関
からにせ物の発見、にせ物が来ましたと、こ
れがにせ物である鑑定書を出してくださいと
いうようなことを頼まれて、鑑定書を出して
止めたものです。その結果、2001年か ら
2002年にかけて、日本国内の裁判所で侵害訴
訟を起こさなければならなかった件数は、た
ったの1件 です。1998年には200件あった
裁判が、2002年では1件で済んだと。
　これは私 どもの事務所が中国でのにせ物対
策を自分のクライアントに推奨した結果の効
果で して、クライアントは非常に喜んでいま
す。中国というのはにせ物大国ですから、世
界のにせ物の約30%以上、最低30%、恐 ら
く4割ぐらいは中国でつ くられています。こ
こを押さえないことには、とてもにせ物対策
はできないのです。ということで税関による
事件の処理件数は、うなぎ上りです。ご覧の
とお り、1996年から2006年にかけて非常に
増えています。特にこの中の2001年、2002
年あたりは、FIFAのにせ物商品事件がたく
さん入っています。
　次に、外国企業は最近、どんな事件を起こ
しているかというのをお話 ししたいと思いま
す。特許の事件に関して言いますと、これは
なかなか画期的な事件なのですが、セイコー
エプソンさんがインクジェットプリンターの
カー トリッジ品に関する特許権侵害に基づく
行政上の差し止めを、上海市の知識産権局に
申請し、これは2005年8月に和解しました。
プレスリリースの中身を見ると、上海市の知
識産権局の主導の下で行った日本企業では初
めてのケースです。和解の内容は、侵害品の
自主回収と破棄、製造設備や在庫の破棄と、
訴訟費用と実質的な損害賠償の支払い。行政
的な手続きで非常にスピーディーに、権利者
であるセイコーエプソンさんが満足できる結
果が出たということで、素晴らしい成果では
ないかと思います。
　一方で、上海の携帯電話のメーカーが携帯
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電話の特許侵害を理由として、モ トローラ社
の中国現地法人、天津モトローラだと思いま
すけれども、ここを提訴した事件は、上海市
の第二中級人民法院は上海の携帯電話メーカ
ーの請求を棄却する旨の判決を下しました。
上海市が公正、妥当な判決を下したのだろう
というふうに思います。
　一方で、上海ではない地方、地方なんて言
うと申し訳ありませんが、漸江省の裁判所が
漸江省の企業に非常に有利な判決を下しまし
た。事実としては、漸江省の溜'卜1正泰集団と
いう会社が、実用新案権の侵害を理由として、
フランスのシュナイダー社の中国現地法人
と、その販売店を提訴したと。この正泰集団
が損害賠償として3.3億元、日本円にして約
48億円の損害貝剖賞を請求しました。何と裁判
所はこの3.3億元、満額の損害賠償を認めた
のです。これは中国の知的財産権の訴訟上、
最高額の賠償になります。現在、第2審で審
理中ということでして、一体 どうやって計算
したかというと、ここに書いてあ りますよう
に、賭賞額の計算方法としては、権利侵害を
した会社、フランスのシュナイダー社の現地
法人の取得利益によって算定 したと。市場に
おける販売総数掛ける利益率で、市場におけ
る販売総数はシュナイダーが過去2年間に生
産販売 した、2年 というのは先ほど申し上げ
た時効完成してない期間ですが、2年間に生
産販売した製品の販売額を8.8億元と認定 し
たのです。
　利益の額についてはシュナイダー社が会計
帳簿の提供を拒絶したことから、シュナイダ
ー社が工商行政管理局や税務部門に申告 した
資料を基に、利益率を推定したと。その結果、
満額の金額が認められたと。ちなみに、その
満額の判決を下したのが、温卜i市の中級人民
法院で、温洲市の正泰集団が所在する都市の
裁判所が判決をしています。先ほど中国国内
では会計帳簿を出さないと、主張する側がす
べて立証しなければならないという原則から
考えれば、なかなか難 しいというお話を申し
上げました。ほとんどの中国の知的財産権の
侵害事件では、被告企業は会計帳簿を出さな
いですから計算できない、立証できないとい
うことで、実際の損害額の立証は不能で、裁
判所が裁量によって賠償金額、通常30万元ぐ
らいか ら50万元 ぐらいの金額 しか認められ
ない。
　30万元だとしても、 日本円にして450万
ぐらい、50万元にしてもせいぜい750万ぐ
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らいの金額しか認められないのがこれまでの
通常だったのですが、何 と中国企業が原告の
ときには、主張すべき当事者が立証するとい
う原則が大幅に緩和されまして、被告企業が
会計帳簿を出さなかったので、利益率を推定
して巨額の金額を認定したと、こういうこと
なのです。ですから中国の実務から考えて、
こういう温州市の中級人民法院の計算が控訴
審、控訴審は漸江省になりますから、断江省
の高級人民法院が認めるかどうかは分か りま
せん。非常に特殊です。
　 しかも管轄があったかどうかも怪 しい。 ど
ういうことかというと5000万元を超える事
件というのは、もともと1審は高級人民法院
を管轄としなければならないという規定があ
るのです。これは最高人民法院、日本の最高
裁に当たる最高人民法院の通達があります。
この事件ではどうだったかというと、3.3億
元を最初から訴えていれば、漸江省の高級人
民法院は第1審の裁判所になったはずなので
すが、この原告の企業の弁護士が非常に頭が
いいといえば頭がいいのですけれども、最初
は5000万人民元以下の請求金額で提訴した。
訴え提起後、つまり温州市の中級人民法院が
審理を始めてか ら、請求額を3.3億元に増額
したと。
　増額した段階で、1審裁判所は漸江省の高
級人民法院に移送しなければいけなかったの
かもしれないのですが、明確な規定がない。
訴え提起の時点で5000万元を超えていなか
ったのだから、たとえ後で賠償額が増額にな
っても、温州市の中級人民法院は自分で判決
が下せると、こう考えて判決を下したという
ことなのです。
　ちなみにこの事件の争点の一つには、先行
特許の抗弁というものがあ ります。この先行
特許の抗弁そのものがどの程度認められるの
かどうかは分からないのですが、いずれにし
てもシュナイダーは正泰集団の実用新案権の
実施の主張に対して、そもそもこの実用新案
権に書いてある技術よりも、 もっと前の公知
技術 と同じものを使っていると。この公知技
術を使っている以上、正泰集団の実用新案権
の侵害にならないと、こういう主張をしたの
ですけども溜b卜1市の中級人民法院はこれを認
めなかったと。非常に厳しいことを言ってい
まして、先行特許の抗弁が認められるために
は、この侵害品にはすべて先行する特許発明
に対応する技術的特徴が、先行特許の出願書
類中に既に公開されている必要があると。シ
ユナイダーの主張する先行特許は、侵害品の
技術的特徴のすべてを公開していないと、こ
ういうふうに言ったのです。どういう内容か
は詳しく見てみないと分か りませんが、非常
に外資系の企業に厳しい判断をしたというこ
とです。
　 あと、この商標権の侵害事件、これはアメ
リカのスターバックス社です。有名なコーヒ
ーの会社ですが、上海のシーバックというス
ターバックスに似た名前の会社に対して商標
権侵害訴訟を起こし、上海市の高級人民法院
はスターバ ックス社に勝訴判決を下 しまし
た。ヤマハ発動機 さん、これも2007年6月
に中国メーカーに対 して商標権侵害訴訟を起
こしまして2007年の11月、最高人民法院は
中国メーカー側に日本円にして約1億3200
万円、人民元にして830万元の損害賠償を命
ずる判決を下しました。大変画期的な、高額
の賠償を命 じる判決を下したということで
す。
　音響メーカーのケンウッドさん、これは中
国企業3社 に対して商標権侵害、不正競争、
特許権侵害、著作権侵害を理由に訴えを提起
しました。1審はこの権利侵害を認めて、差
し止めや謝罪文の掲載、損害賠償の請求を認
め、2審の北京市の高級人民法院も1審の判
決を支持 しました。それから2008年6月、
上海の第2中級人民法院に資生堂が商標権侵
害と不正競争を理由に訴訟を起 こしました
が、現在審理中というふうに言われています。
　ちょっと古 くなりますが、ブリヂストン社
さんが訴えています。これは工商行政管理局
に対 してですが、類似商標を使った店舗看板
の取 り締まりが認められた事例です。また商
標権侵害に基づき税関がにせ物商品の取り締
まりを行った事例 として2007年、グッチ、
シャネルなどブランドのにせ物商品386点の
摘発をしたと、こんなのが一応報道されてい
ます。
　中国国内ではこういう模倣品対策に対 し
て、どんどん成功している事例は増えていま
す。ただ、今、ご覧になったとお り、主に北
京、上海、あるいは広州や深センといった大
都市の裁判所に限られています。田舎の裁判
所に行って外国企業が模倣品対策で裁判制度
を使って非常に成功 しているという例は、な
かなか聞きません。逆に中国企業は田舎の裁
判所に外国企業を訴えて勝つと、こういうケ
ースが出始めています。ですから中国におけ
る模倣品対策と一言で言いますけれども、中
国を一つのテリトリーとして対策を考えると
いうのは、少し甘いかなと。もう北京や上海、
広州といった、いわゆる大都市での模倣品対
策と、それか らそれ以外の内陸部での模倣品
対策というのは、圧倒的に違います。私ども
が今扱っている案件 というのは、田舎の案件
が多いです。田舎の案件というのは正直に言
いまして、非常に苦労します。
　 もう20年近 く前になりますか、最初の模
倣品対策を始めたころ、私どもが委任した中
国の弁護士に警告書を持たせて模倣品の工場
に行かせたのですが、その数日後、何とその
中国の弁護士が夜歩いていたところ、3人組
の若者にナイフで襲われ、頭を切 りつけられ
てけがをするということがあ りました。この
模倣品業者にやられたのは間違いないのです
が、提携している中国の弁護士に 「私ども弁
護士は2度 と黒田事務所の仕事は受けない」
と言われたことがありました。こういう苦い
経験からスタートしています。
　にせ物対策を中国国内だけではなく、マカ
オとか香港とかそういったところでもやりま
した。マカオや香港でたまたまにせ物のスポ
ーツウエアの件で、日本企業の方にも現地に
行っていただき、パ トカーに乗ってにせ物対
策をやったのですが、私どものお客さまがホ
テルに戻った瞬間に電話がかかって きまし
て、これはマカオのホテルでも、香港のホテ
ルで もそうなんですが、「とんでもないこと
をしてくれたな」と英語でいきなり言われて、
ガチャッと電話は切られました。日本企業の
方がどのホテルに泊まっているか、全部分か
っているのです。
　皆さんも今後、にせ物対策でホテルを予約
し、出掛ける場合は気を付けられたほうがい
いと思います。私は極力、私どもが使ってい
る調査会社、あるいは中国の現地の弁護士 さ
んにお願いしているのは、ヒットアンドアウ
ェイ方式と言いまして、朝の便で行って夕方
の便で帰るとか、あるいは別の都市にホテル
を取って、移動して宿泊場所 を変えるとか、
こんなこともやっています。日本企業の方は
非常に怖いというのであれば、ボディーガー
ドを付けて同行するというようなこともやっ
ています。
　要するに、先ほども申しましたが、悪いこ
とをやるというのはもうかるのです。もうか
るところには必ず悪い人がいます、どこの世
界、 日本国内でもそうですし、中国国内でも
そうです。正直に言いまして模倣品対策とい
うのは、危険な仕事です。実際に行動すると
きにはいろいろなことを考えて、行動 してい
ただきたいと思います。
　通常でしたら2時間、3時 間かけてお話し
するところなのですが、40分という非常に短
い時間でしたので、言い足 りないところもた
くさんありますが、もし分からないことがあ
りましたら、このレジュメの最後に私どもの
事務所のア ドレスが出ていますので、こちら
のほうにご質問いただければ今回のお話に関
連する範囲で、無償でお答えいたしますので、
いつでも気軽に電子メールを送っていただけ
ればと思います。今日は非常にお忙しい中、
ご清聴いただきましてありがとうございまし
た。
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